
金融監督等にあたっての留意事項について －事務ガイドライン－ 第三分冊：金融会社関係 （1/4） 

 

 

現   行 改   正   後 

３ 貸金業関係 

 

３－２ 業務関係  

貸金業者に対する法第３章の規定に係る監督に当たっては、次により取り

扱うものとする。 

 

３－２－２ 貸付け又は貸付けの契約に係る債権の管理若しくは取立ての業

務を行うに当たり、偽りその他不正又は著しく不当な手段を用いることの禁

止 

 

法第 13 条第 2 項の規定に該当するかどうかは、個別の事実関係に則し

て判断する必要があるが、例えば、貸金業者が次のような行為を行う場合

は、当該規定に該当するおそれが大きいことに留意する必要がある。なお、

「不正な」行為とは違法な行為、「不当な」行為とは客観的に見て、実質的に

妥当性を欠く又は適当でない行為で、不正（違法）な程度にまで達していな

い行為をいう。 

 

⑴ （略） 

（ 新 設 ） 

 

 

 

 

 

 

⑵ ～ ⑺ （略） 

 

（ 新 設 ） 

 

３ 貸金業関係 

 

３－２ 業務関係 

貸金業者に対する法第３章の規定に係る監督に当たっては、次により取り

扱うものとする。 

 

３－２－２ 貸付け又は貸付けの契約に係る債権の管理若しくは取立ての業

務を行うに当たり、偽りその他不正又は著しく不当な手段を用いることの禁

止 

 

法第 13 条第 2 項の規定に該当するかどうかは、個別の事実関係に則し

て判断する必要があるが、例えば、貸金業者が次のような行為を行う場合

は、当該規定に該当するおそれが大きいことに留意する必要がある。なお、

「不正な」行為とは違法な行為、「不当な」行為とは客観的に見て、実質的に

妥当性を欠く又は適当でない行為で、不正（違法）な程度にまで達していな

い行為をいう。 

 

⑴ （略） 

⑵ 貸金業の業務を行うに当たり、説明責任を十分に果たすことを確保する

ために必要かつ適切な措置（例えば、貸付契約・保証契約を締結する場

合や強制執行認諾文言付き公正証書作成委任状を取得する場合に、相

手方にその内容を十分に理解しうるよう説明することが必要であることに

ついて、社内規則や業務マニュアルに定めることや従業員研修を行うこと

等の従業員に周知徹底を図るための措置）が講じられていないこと。 

 

⑶ ～ ⑻ （略） 

 

３－２－７ 説明責任 

  貸金業者の監督に当たっては、法の趣旨を踏まえ、貸金業者が説明責任
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現   行 改   正   後 

 

 

 

（３－２－７より） 

 

（３－２－７より） 

 

 

 

 

（３－２－７より） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３－２－７より） 

 

を十分に果たすことを確保する観点から、次に掲げる事項について、貸金業

者に対し、適切に行うよう促すものとする。 

 

⑴ 契約を締結するに際して、契約内容を文書又は口頭で十分説明するこ

と。 

⑵ 包括契約を締結したとき及び当該包括契約に基づく貸付けを行ったとき

は、そのいずれの場合にも、その内容を明らかにする書面をその相手方

に交付すること。また、その書面は、債務者が自己の債務の内容を正確

に把握し、弁済計画の参考としうる程度の一義的、具体的、明確なもので

あること。 

⑶ 法第 17 条第２項の規定により、保証人となろうとする者に当該保証契約

の内容を説明する書面を交付するときは、その内容を十分に理解しうるよ

う説明を尽くす（例えば、保証契約の形式的な内容にとどまらず、保証人

の法的効果とリスクについて、最良のシナリオだけでなく、最悪のシナリオ

即ち実際に保証債務を履行せざるを得ない事態を想定した説明（注）を行

う）など、保証人となろうとする者があらかじめ保証契約の内容を十分理

解した上で保証契約を締結するとの法の趣旨に沿って交付すること。 

（注）個別の契約内容に即し、相手方の理解力に応じた説明を行う必要

があるが、例えば、以下の様な点について説明を行う必要があると

考えられる。 

・保証人は、主たる債務者が債務を履行できない場合には、債務不

履行額に遅延損害金を付した額（特約により主たる債務者が一部

の債務不履行により残債務の一括返済を行わなければならなくな

る場合はその旨を説明）のうちその保証の範囲内の額を支払わな

ければならなくなるおそれがあること。 

・保証人は、保証債務を履行できない場合には、強制執行により、財

産を差押えられるおそれがあること。 

・連帯保証人には、催告の抗弁権、検索の抗弁権がないこと。 

⑷ 法第 17 条（法第 24 条第２項、法第 24 条の２第２項、法第 24 条の３第２

項、法第 24 条の４第２項及び法第 24 条の５第２項において準用する場合
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現   行 改   正   後 

 

 

 

 

 

（ 新 設 ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３－２－７ 取引関係の正常化 

３－２－１、３－２－２及び３－２－６のほか、貸金業者の監督に当たって

は、法の趣旨を踏まえ、資金需要者等の利益の保護を図る観点から、次に

掲げる事項について、貸金業者に対し、適切に行うよう促すものとする。 

 

 

⑴ （略） 

⑵ 契約を締結するに際して、契約内容を文書又は口頭で十分説明するこ

と。 

を含む。）に規定する書面における規則第 14 条第１項第１号イに定める

事項の記載については、保証の種類（連帯保証、根保証等）及びその効

力（根保証の場合における極度額の説明を含む。）をわかりやすく記載す

るなど、保証人となろうとする者が保証契約の内容を十分理解しうる内容

であること。 

⑸ 強制執行認諾文言付きの公正証書作成委任状を取得する場合には、

その相手方に、当該委任状の内容について、その形式的な内容にとどま

らず、強制執行認諾文言付きの公正証書を作成することの法的効果を含

め、その実質的な内容を十分に理解しうるよう説明（注）を尽くすこと。 

（注）個別の委任内容に即し、相手方の理解力に応じた説明を行う必要

があるが、例えば、以下の様な点について説明を行う必要があると

考えられる。 

･当該委任状に基づき作成されることになる公正証書には、相手方

が当該貸付けの契約に基づく債務の不履行の場合に直ちに強制

執行を受けるべきこと（強制執行認諾文言）が記載されること。 

・強制執行認諾文言付きの公正証書が作成され、相手方が当該公

正証書に記載された内容の債務を履行できない場合には、貸金業

者は、相手方に対する裁判手続を経ることなく、当該公正証書に基

づき、裁判所に対し、相手方の財産への強制執行を申し立てること

ができること。 

 

３－２－８ 取引関係の正常化 

３－２－１、３－２－２、３－２－６及び３－２－７のほか、貸金業者の監督

に当たっては、法の趣旨を踏まえ、資金需要者等の利益の保護を図る観点

から、次に掲げる事項について、貸金業者に対し、適切に行うよう促すもの

とする。 

 

⑴ （略） 

（３－２－７へ） 
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現   行 改   正   後 

⑶ 包括契約を締結したとき及び当該包括契約に基づく貸付けを行ったとき

は、そのいずれの場合にも、その内容を明らかにする書面をその相手方

に交付すること。また、その書面は、債務者が自己の債務の内容を正確

に把握し、弁済計画の参考としうる程度の一義的、具体的、明確なもので

あること。 

⑷ 法第 17 条第２項の規定により、保証人となろうとする者に当該保証契約

の内容を説明する書面を交付するときは、その内容を十分に理解しうるよ

う説明を尽くすなど、保証人となろうとする者があらかじめ保証契約の内

容を十分理解した上で保証契約を締結するとの法の趣旨に沿って交付す

ること。 

⑸ 法第 17 条（法第 24 条第２項、法第 24 条の２第２項、法第 24 条の３第２

項、法第 24 条の４第２項及び法第 24 条の５第２項において準用する場合

を含む。）に規定する書面における規則第 14 条第１項第１号イに定める

事項の記載については、保証の種類（連帯保証、根保証等）及びその効

力（根保証の場合における極度額の説明を含む。）をわかりやすく記載す

るなど、保証人となろうとする者が保証契約の内容を十分理解しうる内容

であること。 

 

⑹ ～ ⑼ （略） 

 

 

（３－２－７へ） 

 

 

 

 

（３－２－７へ） 

 

 

 

 

（３－２－７へ） 

 

 

 

 

 

 

 

⑵ ～ ⑸ （略） 

 


